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○地方公営企業法（抄）（昭和二十七年八月一日法律第二百九十二号）

第三章 財務

（経費の負担の原則）
第十七条の二 次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは、地方公共団体の一

般会計又は他の特別会計において、出資、長期の貸付け、負担金の支出その他の方法に
より負担するものとする。
一 その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てることが適当でない経費
二 当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入のみ

をもつて充てることが客観的に困難であると認められる経費

（補助）
第十七条の三 地方公共団体は、災害の復旧その他特別の理由により必要がある場合には、

一般会計又は他の特別会計から地方公営企業の特別会計に補助をすることができる。
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○地方公営企業法施行令（抄）（昭和二十七年九月三日政令第四百三号）

（法の規定の全部又は一部を適用する場合の経過措置）
第八条の五 法第十七条の二第一項第一号に規定する経費で政令で定めるものは、次の各

号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める経費（当該経費に係る特定の収入がある
場合には、当該特定の収入の額をこえる部分）とする。

三 病院事業 看護師の確保を図るために行う養成事業に要する経費、救急の医療を確保
するために要する経費及び集団検診、医療相談等保健衛生に関する行政として行われる
事務に要する経費

２ 法第十七条の二第一項第二号に規定する経費で政令で定めるものは、次の各号に掲げ
る事業の区分に応じ、当該各号に定める経費（当該経費に充てることができる当該事業の
経営に伴う収入の額をこえる部分に限る。）とする。

二 病院事業 山間地、離島その他のへんぴな地域等における医療の確保をはかるため設
置された病院又は診療所でその立地条件により採算をとることが困難であると認められる
ものに要する経費及び病院の所在する地域における医療水準の向上をはかるため必要
な高度又は特殊な医療で採算をとることが困難であると認められるものに要する経費

附 則
14 法第十七条の二第一項第二号に規定する病院事業の経費で政令で定めるものは、当

分の間、第八条の五第二項第二号に定めるものの経費のほか、病院及び診療所の建設
又は改良に要する経費（当該経費に充てることができる病院事業の経営に伴う収入の額
をこえる部分に限る。）とする 5



○平成29年度の地方公営企業繰出金について（抄）（平成二十九年四月三日総務副大臣通知）

最近における社会経済情勢の推移、地方公営企業の現状にかんがみ、地方公営企業法等に定める経営に関する基本原則を堅持しな
がら、地方公営企業の経営の健全化を促進し、その経営基盤を強化するため、毎年度地方財政計画において公営企業繰出金を計上す
ることとしています。

その基本的な考え方は、下記のとおりですので、地方公営企業の実態に即しながら、運営していただくようお願いします。

なお、一般会計がこの基本的な考え方に沿って公営企業会計に繰出しを行ったときは、その一部について地方交付税等において考慮す
るものですので、御承知願います。

第５ 病院事業
１ 病院の建設改良に要する経費

(1) 趣旨
病院の建設改良費について一般会計が負担するための経費である。

(2) 繰出しの基準
病院の建設改良費(当該病院の建設改良に係る企業債及び国庫(県)補助金等の特定財源を除く。以下同じ。)及び企業債元利償還

金(ＰＦＩ事業に係る割賦負担金を含む。以下同じ。)のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当
する額(建設改良費及び企業債元利償還金の２分の１(ただし、平成14年度までに着手した事業に係る企業債元利償還金にあっては
３分の２)を基準とする。)とする。

２ へき地医療の確保に要する経費
(1) 趣旨

へき地における医療の確保を図るために必要な経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

ア 地域において中核的役割を果している病院による巡回診療、へき地診療所等への応援医師又は代診医師の派遣及び訪問看
護に要する経費等のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額とする。

イ遠隔医療システムの運営に要する経費のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額
とする。

３ 不採算地区病院の運営に要する経費
(1) 趣旨

不採算地区病院の運営に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

不採算地区病院(許可病床数150床未満(感染症病床を除く。)であって、最寄りの一般病院までの到着距離が15キロメートル以上で
あるもの又は直近の国勢調査に基づく当該公立病院の半径５キロメートル以内の人口が３万人未満のものその他の「公立病院に係
る財政措置の取扱いについて」（平成27年４月10日付け総財準第61号。以下「財政通知」という。）で定めるもの。)の運営に要する経
費のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額とする。 6



４ 結核医療に要する経費
(1) 趣旨

結核医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

医療法(昭和23年法律第205号)第７条第２項第３号に規定する結核病床の確保に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てること
ができないと認められるものに相当する額とする。

５ 精神医療に要する経費
(1) 趣旨

精神医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

医療法第７条第２項第１号に規定する精神病床の確保に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てることができないと認められる
ものに相当する額とする。

６ 感染症医療に要する経費
(1) 趣旨

感染症医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

医療法第７条第２項第２号に規定する感染症病床の確保に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てることができないと認められ
るものに相当する額とする。

７ リハビリテーション医療に要する経費
(1) 趣旨

リハビリテーション医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

リハビリテーション医療の実施に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額とする。

８ 周産期医療に要する経費
(1) 趣旨

周産期医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

周産期医療の用に供する病床の確保に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する
額とする。
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９ 小児医療に要する経費
(1) 趣旨

小児医療の実施に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

小児医療(小児救急医療を除く。)の用に供する病床の確保に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てることができないと認めら
れるものに相当する額とする。

１０ 救急医療の確保に要する経費
(1) 趣旨

救急医療の確保に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

ア 救急病院等を定める省令(昭和39年厚生省令第８号)第２条の規定により告示された救急病院(以下「救急告示病院」という。)又は
「救急医療対策の整備事業について」(昭和52年７月６日付け医発第692号)に基づく救命救急センター若しくは小児救急医療拠点病
院事業若しくは小児救急医療支援事業を実施する病院における医師等の待機及び空床の確保等救急医療の確保に必要な経費に相
当する額とする。

イ 次に掲げる病院が災害時における救急医療のために行う施設(通常の診療に必要な施設を上回る施設)の整備(耐震改修を含む。)
に要する経費に相当する額とする。
① 医療法第30条の４第１項に基づく医療計画に定められている災害拠点病院(以下「災害拠点病院」という。)
② 地震防災対策特別措置法に基づく地震防災緊急事業五箇年計画に定められた耐震化を必要とする病院及び土砂災害危険箇所

に所在する病院
③ 救命救急センター、病院群輪番制病院、小児救急医療拠点病院、小児救急医療支援事業参加病院、共同利用型病院等

ウ 災害拠点病院又は救急告示病院が災害時における救急医療のために行う診療用具、診療材料、薬品、水及び食料等(通常の診療
に必要な診療用具、診療材料、薬品、水及び食料等を上回るものをいう。)の備蓄に要する経費に相当する額とする。

１１ 高度医療に要する経費
(1) 趣旨

高度な医療で採算をとることが困難であっても、公立病院として行わざるを得ないものの実施に要する経費について、一般会計が負担
するための経費である。
(2) 繰出しの基準

高度な医療の実施に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額とする。

１２ 公立病院附属看護師養成所の運営に要する経費
(1) 趣旨

公立病院附属看護師養成所の運営に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

公立病院附属看護師養成所において看護師を養成するために必要な経費のうち、その運営に伴う収入をもって充てることができないと
認められるものに相当する額とする。 8



１３ 院内保育所の運営に要する経費
(1) 趣旨

病院内保育所の運営に要する経費について一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

病院内保育所の運営に要する経費のうち、その運営に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額とする。

１４ 公立病院附属診療所の運営に要する経費
(1) 趣旨

公立病院附属診療所の運営に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

公立病院附属診療所の運営に要する経費のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額
とする。

１５ 保健衛生行政事務に要する経費
(1) 趣旨

集団検診、医療相談等保健衛生に関する行政として行われる事務に要する経費について、一般会計が負担するための経費である。
(2) 繰出しの基準

集団検診、医療相談等に要する経費のうち、これに伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当する額とする。

１６ 経営基盤強化対策に要する経費
(1) 医師及び看護師等の研究研修に要する経費

ア 趣旨
医師及び看護師等の研究研修に要する経費の一部について繰り出すための経費である。

イ 繰出しの基準
医師及び看護師等の研究研修に要する経費の２分の１とする。

(2) 保健･医療･福祉の共同研修等に要する経費
ア 趣旨

病院が中心となって行う保健･福祉等一般行政部門との共同研修･共同研究に要する経費の一部について繰り出すための経費である。
イ 繰出しの基準

病院が中心となって行う保健･福祉等一般行政部門との共同研修･共同研究に要する経費の２分の１とする。
(3) 病院事業会計に係る共済追加費用の負担に要する経費

ア 趣旨
病院事業会計に係る共済追加費用の負担に要する経費の一部について繰り出すための経費である。

イ 繰出しの基準
当該年度の４月１日現在の職員数が地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法(昭和37年法律第153号。以下「施行

法」という。)の施行の日における職員数に比して著しく増加している病院事業会計(施行法の施行日以降に事業を開始した病院事業
会計を含む。)に係る共済追加費用の負担額の一部とする。 9



(4) 公立病院改革の推進に要する経費
ア 趣旨

「公立病院改革の推進について」(平成27年３月31日付け総財準第59号)に基づく新公立病院改革プラン(以下「新改革プラン」とい
う。)の実施に伴い必要な経費の一部について繰り出すための経費である。

イ 繰出しの基準
① 新改革プランの実施状況の点検、評価及び公表に要する経費とする。
② 新改革プラン（当分の間、「公立病院改革ガイドラインについて」(平成19年12月24日付け総財経第134号)に基づく公立病院改革

プラン（以下「前改革プラン」という。）を含む。以下③及び④において同じ。)に基づく公立病院の再編等に伴い必要となる施設の除
却等に要する経費及び施設の除却等に係る企業債元利償還金のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認めら
れるものに相当する額とする。

③ 新改革プランに基づく再編・ネットワーク化に伴い、新たな経営主体の設立又は既存の一部事務組合若しくは広域連合への加入
に伴い経営基盤を強化し、健全な経営を確保するために要する額のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認め
られるものに対する出資に要する経費(④及び⑤の経費を除く。)とする。

④ 新改革プランに基づく公立病院の再編等（財政通知に基づき再編・ネットワーク化計画を提出したものに限る。）に伴い、新たに
必要となる建設改良費及び企業債元利償還金のうち、その経営に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相当
する額（第７１(2)の基準に関わらず、建設改良費及び企業債元利償還金の３分の２を基準とする。）とする（ただし、⑤に定める出資
を行う場合を除く。）。

⑤ 前改革プランに基づく公立病院の再編等に伴い、新たに必要となる建設改良費のうち、その経営に伴う収入をもって充てること
ができないと認められる額に対する出資に要する経費とする。

(5) 医師確保対策に要する経費
ア 医師の勤務環境の改善に要する経費

(ｱ) 趣旨
公立病院に勤務する医師の勤務環境の改善に要する経費の一部について繰り出すための経費である。

(ｲ) 繰出しの基準
国家公務員である病院等勤務医師について講じられる措置を踏まえて行う公立病院に勤務する医師の勤務環境の改善に要する

経費のうち、経営に伴う収入をもって充てることが客観的に困難であると認められるものに相当する額とする。
イ 医師の派遣を受けることに要する経費

(ｱ) 趣旨
公立病院において医師の派遣を受けることに要する経費について繰り出すための経費である。

(ｲ) 繰出しの基準
公立病院において医師の派遣を受けることに要する経費とする。
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地方交付税とは

○所得税、法人税、酒税、消費税の一定割合及び地方法人税の全額とされている地方交付税は、
地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国民にも一定の行政サービスを提供
できるよう財源を保障するためのもので、地方の固有財源である。

（参考 平成１７年２月１５日 衆・本会議 小泉総理大臣答弁）
地方交付税改革の中で交付税の性格についてはという話ですが、地方交付税は、国税五税の一定割合が

地方団体に法律上当然帰属するという意味において、地方の固有財源であると考えます。

総 額 ： 所得税・法人税の３３．１％、酒税の５０％、消費税の２２．３％、地方法人税の全額

種 類 ： 普通交付税＝交付税総額の９４％、特別交付税＝交付税総額の ６％

普通交付税の額の決定方法 ：
各団体ごとの普通交付税額 ＝ （ 基準財政需要額 ｰ 基準財政収入額 ） ＝ 財源不足額
基準財政需要額 ＝ 単位費用（法定） × 測定単位（国調人口等） × 補正係数（寒冷補正等）
基準財政収入額 ＝ 標準的税収入見込額 × 基準税率（７５％）

基準財政
需 要 額

基準財政
収 入 額

A市

A市

基準財政需要額 １００億円

４０億円 ２０億円

留保財源

基準財政収入額
６０億円

標準税収入 ８０億円普 通
交付税

１２０億円

11



１ 普通交付税
区分 単価

病床割（１病床当たり） 755千円

救急告示病院分 1,697千円×救急病床数＋32,900千円

事業割

（H13以前に基本設計等に着手した事業：2/3×60％）

（H14に基本設計等に着手した事業：2/3×45％）

H15年度以降に基本設計等に着手した事業
（～H26年度債：1/2×45％）

H27年度債～：1/2×50％

２ 特別交付税

区分 単価

①不採算地区病院（１病床当たり）
第1種 1,263千円
第2種 842千円

②結核病床 1,813千円
③精神病床 1,392千円
④リハビリテーション専門病院病床 396千円

⑤周産期医療病床

第1種 4,259千円
第2種 3,408千円
第3種 2,252千円
第4種 1,801千円

⑥小児医療病床 1,175千円
⑦感染症病床 4,107千円
⑧小児救急医療提供病院（１病院当たり） 9,571千円

⑨救命救急センター（１センター当たり） 150,586千円

病院事業に係る主な地方交付税措置（平成２８年度）

注１ 「不採算地区病院」のうち、第1種は150床未満で最寄りの一般病院まで１５㎞以上の一般病院、第2種は150床未満で直近の国勢調査に基づく当該病院の半径5km

以内の人口が3万人未満の一般病院をいう。

注２ 「周産期医療病床」のうち、第1種は新生児特定集中治療室等、第2種は新生児特定集中治療室等に準ずる室、第3種は新生児特定集中治療室等の後方病室、第4

種は新生児特定集中治療室等に準ずる室の後方病室のそれぞれが有している病床をいう。 12



○新公立病院改革ガイドライン（抄）（平成二十七年三月三十一日付け総務省自治財政局長通知）

第５ 財政措置等

総務省は公立病院改革が円滑に進められるよう、改革の実施に伴い必要となる経費について財政上の支援措置を講じるとともに、公立病
院に関する既存の地方財政措置について所要の見直しを行う観点から、次の措置を講じることとする。

１ 公立病院改革に対する措置
新改革プランに基づく取組を実施することに伴い必要となる次の経費（原則として平成27年度から平成32年度までの間に生じるもの

を対象とする）について、財政上の措置を講じることとする。
(1) 新改革プランの策定に要する経費

平成27年度及び平成28年度における新改革プランの策定及びその後の実施状況の点検・評価等に要する経費を地方交付税によ
り措置する。
(2) 再編・ネットワーク化に伴う施設・設備の整備等に要する経費

公立病院の再編・ネットワーク化に係る施設・設備の整備について、病院事業債（特別分）を充当することとし、その元利償還金に対
する普通交付税による措置を拡充する。

なお、前ガイドラインに基づく一般会計出資債の対象となる事業等の継続分については従前の例によるが、要件に該当する場合に
は新たな財政措置に移行することも可能とする。
(3) 再編・ネットワーク化や経営形態の見直し等に伴う精算等に要する経費

① 新たな経営主体の設立等に際しての出資に要する経費
再編・ネットワーク化に伴う新たな経営主体の設立等に際し、病院の経営基盤を強化し健全な経営を確保するために行う出資（不

良債務額を限度とする。）について、病院事業債（一般会計出資債）を措置する。
また、再編・ネットワーク化等に伴い、公立病院廃止等を行う場合の財政措置のあり方について、今後の各地方公共団体の取組

内容等を踏まえ検討する。
② 施設の除却等経費

医療提供体制の見直しに伴い不要となる病院等の施設の除却等に要する経費に対する一般会計からの繰出金の一部を特別交
付税により措置する。
③ 他用途への転用に伴う経費

病院施設の他用途への転用に際しては、既往地方債の繰上償還措置が必要な場合に借換債を措置するとともに、経過年数が10
年以上の施設等の財産処分である場合には従来の元利償還金に対する普通交付税措置を継続する。
④ 退職手当の支給に要する経費

指定管理者制度の導入等に際し必要となる退職手当の支給に要する経費について、必要に応じて退職手当債による措置の対象
とする。

(4) 許可病床削減時の普通交付税算定の特例
普通交付税の算定基礎を許可病床数から稼働病床数に変更する（下記２ (2)参照）ことに伴い、削減許可病床数を有するものとして

算定する既存の措置を見直し、地域の医療提供体制の見直しを推進する観点から、許可病床の削減数に応じた５年間の加算措置を
講じる（平成28年度から実施）。 13



２ 公立病院に関する既存の地方財政措置の見直し
公立病院に関する既存の地方財政措置について次のとおり見直しを行うこととする。
(1) 施設の新設・建替等を行う場合の地方交付税措置の見直し

公立病院施設の新設・建替等（医療機器整備を含む）に係る病院事業債に関しては、地域の医療提供体制に大きな役割・責任を持つ
都道府県が、同意等に際して収支見通し等について十分検討を行うとともに、当該公立病院に係る機能・役割分担等の地域医療構想と
の整合性についても十分に検討を行い、適当と認められるものに地方交付税措置を行う。
(2) 病床数に応じた地方交付税算定の見直し

公立病院の病床数に応じた地方交付税措置については、算定の公平性の確保、稼働病床数の把握が可能となったこと等を踏まえ、算
定の基礎となる病床数を許可病床数から稼働病床数に変更する。その際、措置額の減少を緩和する方策を講じる。
(3) 公立病院に関する地方財政措置の重点化

① 病院施設の整備費に係る措置
病院建物の建築単価が一定水準を上回る部分を普通交付税措置対象となる病院事業債の対象から除外する制度を継続するととも

に、当面、全国的な建築単価の急激な上昇を反映するため措置対象となる単価を引き上げる。
② 不採算地区病院に対する措置

不採算地区病院の第２種の対象病院について、その適正化を図るため、人口集中地区以外に所在する公立病院から、周辺人口が
少ない地域に立地する公立病院に見直す。
③ 公立病院に対する特別交付税措置の重点化

財政措置の重点化を図る見地から、公立病院に対する特別交付税措置について、病床数等に単価を乗じて算定する方式から、これ
と一般会計からの繰出額等とを比較する方式への見直しを検討する。
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資料２ｰ②関係
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奈井江町立国民健康保険病院
開 設：昭和37年5月
延床面積：6,489,46㎡

（うち3階1,150.62㎡は
サービス付高齢者向け住宅に改修）

構 造：鉄筋コンクリート造
地下1階、地上4階

病 床 数：50床（一般18床、
医療療養Ⅱ32床）

※病床機能報告はいずれも
慢性機能病棟

診療科目：内科、整形外科、眼科、
小児科、外科（休診）

常勤医師：4名（内科3名、整形外科1名）
非 常 勤：内科、眼科、小児科
職員総数：82名（職員57名、パート25名）
基本理念：地域住民への質の高い医療サービスの提供と健康の保持増進のため、

地域に密着した病院として運営に取り組む。
併設施設：老人保健施設「健寿苑」、保健センター、

サービス付高齢者向け住宅「あんしん」
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■サービス付高齢者向け住宅の整備

• 当院は、昨年4月に介護療養病床を廃止し、病床数を96床から50
床に削減した。

• 従来2階と3階を病棟として利用していたが、これを2階に集約し、
3階をサービス付高齢者向け住宅16室（定員25人）に転用した。

• 昨年12月中旬にオープンを迎えたが、病院内に
住宅があるという安心感もあり、町内外から定員
を超える皆さんにお申し込みをいただき、現在は
満室の状況となっている。

• 当地域では年間150万円未満の年金受給者も多い
ことから、所得による4段階の家賃等設定をし、
低所得者でも入居いただけるように配慮している。

• この住宅は、地方創生における「生涯活躍のまち
構想（CCRC）」の交流拠点施設にも位置付け、
地域住民との交流の場・社会参加の場としての活
用など、いつまでも健康で生きがいを持って暮ら
していただけるような運営を今後進めていきたい
と考えている。

ラウンジ（交流スペース）

Bタイプ居室
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【病院事業債の概要】

 対象経費

① 病院、診療所、その他の医療施設、職員宿舎及び看護師宿舎の建設改良費等

② 医療又は看護のために必要な機械器具の整備費等

③ 用途廃止施設の処分に要する経費

 普通交付税措置

《通常の整備》

《再編・ネットワーク化に伴う整備（特別分）》

病院事業債（100％）

25%
元利償還金に応じて算入

※元利償還金の１／２について一般会計から繰出

※元利償還金の２／３について一般会計から繰出

• 建設改良費等については、建物の建築単価が１㎡当たり36万円以下の部分に相当する額に係る病院事業債（特別分を含
む。）の元利償還金について普通交付税を行う。

• 平成27年度以降に実施設計を行う病院施設の新設・建替等については、地域の医療提供体制の確保に大きな役割・責任を
有する都道府県の十分な 検討を踏まえて、適当と認められるものに対し普通交付税措置を行う。

• 上記③については普通交付税措置なし（既存建物を撤去しなければ、施設の増改築ができない場合を除く。）

病院事業債（100％）

40%
元利償還金に応じて算入

【病院事業債の資金】
 財政融資資金、地方公共団体金融機構資金及び民間等資金を充てることとしている。

※ただし、地方独立行政法人への貸付金にかかる病院事業債の資金については、地方公共団体金融機構資金及び民間等資金

病院事業債の概要
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【事業の概要】

○ 介護サービスを提供し、その対価として介護報酬を得て行う事業で、次の５つの施設に係るもの。

① 老人デイサービスセンター ② 老人短期入所施設 ③ 特別養護老人ホーム
④ 介護老人保健施設 ⑤ 訪問看護ステーション

【介護サービス事業債の概要】

○ 対象経費

① 介護報酬で運営される介護サービス施設（上記５施設に限る）及び職員宿舎の建設改良費等

② 介護のために必要な機械器具の整備費等

③ 用途廃止施設の処分に要する経費

【介護サービス事業債の資金】

○ 地方公共団体金融機構資金及び民間等資金を充てることとしている。

介護サービス事業債の概要
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公共施設等の集約化・複合化、老朽化対策等を推進し、その適正配置を図るため、従来の公共施設等最適化事業債等を再編

し、長寿命化対策、コンパクトシティの推進（立地適正化）及び熊本地震の被害状況を踏まえた庁舎機能の確保（市町村役場機能

緊急保全）に係る事業を追加するなど内容を拡充した「公共施設等適正管理推進事業債」を創設（地方財政計画における「公共施

設等適正管理推進事業費」 ３，５００億円に対応）。

〈対象事業〉 延床面積の減少を伴う集約化・複合化事業
〈充当率等〉 充当率 ： ９０％、交付税算入率 ： ５０％
※ 個別施設計画に位置付けられた事業が対象

① 集約化・複合化事業

公共施設等の適正管理に係る地方債措置

充当率 ： ９０％
（現行７５％）

③ 除却事業

〈対象事業〉 他用途への転用事業
〈充当率等〉 充当率 ： ９０％、交付税算入率 ： ３
０％
※ 個別施設計画に位置付けられた事業が対象

② 転用事業

〈対象事業〉 【公共用建物】 施設の使用年数を法定耐用年数を超えて延伸させる事業
【社会基盤施設（道路・農業水利施設）】 所管省庁が示す管理方針に基づき実施される事業

〈充当率等〉 充当率 ： ９０％、交付税算入率 ： ３０％

※ 個別施設計画に位置付けられた事業が対象

④ 長寿命化事業 【新規】

〈対象事業〉 コンパクトシティの形成に向けた長期的なまちづくりの視点に基づく事業
〈充当率等〉 充当率 ： ９０％、交付税算入率 ： ３０％

※ 立地適正化計画に基づく事業が対象

⑤ 立地適正化事業 【新規】

〈対象事業〉 昭和56年の新耐震基準導入前に建設され、耐震化が未実施の市町村の本庁舎の建替え事業等
〈充当率等〉 充当率 ： ９０％（交付税措置対象分７５％）、交付税算入率 ： ３０％ ※地方債の充当残については、基金の活用が基本

※ 個別施設計画に基づく事業であって、建替え後の庁舎を業務継続計画に位置付けるものが対象

⑥ 市町村役場機能緊急保全【新
規】

（期間：平成29年度から平成33年度まで ※ ⑥は平成32年度まで）

※ ①～⑥全て公共施設等総合管理計画に基づき行われる事業が対象
公共施設等適正管理推進事業債
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集約化・複合化事業及び転用事業のイメージ

事業実施前 事業実施後 説明

集約化
事業

既存の同種の公共施設
を統合し、一体の施設とし
て整備する。

複合化
事業

既存の異なる種類の公共
施設を統合し、これらの施
設の機能を有した複合施
設を整備する。

転用
事業

既存の公共施設を改修し、
他の施設として利用する。

公民館Ａ
（延床面積：２００）

公民館Ｂ
（延床面積：２００）

公民館

集約化後施設
（延床面積：３５０）

保育所Ａ
（延床面積：２００）

高齢者施設Ｂ
（延床面積：２００）

保育所

高齢者
施設

複合施設
（延床面積：３５０）

学校Ａ 高齢者施設

廃止

廃止
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資料３関係
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地方独立行政法人（公営企業型）

職員の任用 地方公共団体の長が任免 管理者が任免 理事長が任免

職員身分 地方公務員 地方公務員 非地方公務員

定員管理 条例定数に含まれる 条例定数に含まれる 条例定数に含まれない

職員給与

一般の当該地方公共団体職員の給与に関する規定によ
る

○生計費、同一又は類似の職種の国及び地方公共団体
の職員並びに民間事業の従事者の給与、当該地方公営
企業の経営の状況等を考慮
○給与の種類及び基準は条例制定（給与の額、支給方法
等の細目事項は管理規定）

○独法の業務の実績を考慮し、かつ、社会一般の情勢に
適合したもの
○給与等の支給基準を定め、設立団体の長に届け出、公
表

資産の取得、
管理及び処分

地方公共団体の長が資産を取得、管理及び処分（ただし、
条例で定める重要な資産及び処分については予算で定め
なければならない）

管理者が資産を取得、管理及び処分（ただし、条例で定め
る重要な資産及び処分については予算で定めなければな
らない）

条例に定める重要な財産の譲渡又は担保に供するときは
設立団体の長の認可が必要

予算
（年度計画）

地方公共団体の長が予算を調製し、議会の議決を経る 地方公共団体の長が、管理者が作成した予算の原案に
基づいて予算を調製し、議会の議決を経る

毎事業年度の開始前に、中期計画に基づき年度計画を定
め、設立団体の長に届け出、公表（評価委員会、議会の
関与なし）

決算

地方公共団体の長が決算を調製し、議会の認定に付す
（当該地方公共団体の会計管理者に行わせることができ
る）

○管理者が決算を調製し、地方公共団体の長に提出
○監査委員の審査後当該委員の意見をつけ、議会の認
定

毎事業年度に財務諸表、事業報告書、決算報告書を作成
し、設立団体の長に提出し、その承認を得る（承認に際し
評価委員会の評価聴取）

会計制度

公営企業会計制度 公営企業会計制度 公営企業型地方独立行政法人会計原則

資金調達手段等

○特定の経費に係る設立団体からの交付金
○国庫補助金、地方公共団体からの補助金
○設立団体からの長期借入金（転貸債）
○診療報酬

項　　目

規定はなく指定管理者の裁量

規定はない

非地方公務員

条例定数に含まれない

規定はなく指定管理者の裁量

地方公営企業

指定管理者
（利用料金制・代行制）

○特定の経費につき一般会計等からの出資、貸付、負担金、補助等
○国庫補助金
○病院事業債
○診療報酬
　　なお、指定管理者制度については制度により下記の差異が生じる
　　　・利用料金制･･･直接指定管理者側の収入となる。
　　　・代　 行 　制･･･地方公共団体の歳入としたうえで、必要な経費を指定管理者に
　　　　　　　　           委託料として支払う（委託料の全部又は一部を診療報酬交付金
                            等の名称で支払う場合も消費税及び地方消費税の課税対象に
　　　　　　　　　　　　   なることに留意が必要）。

財務規定等適用 全部適用
一般地方独立行政法人

（非公務員型）

規定はない

毎年度終了後、管理業務に関し事業報告書を作成し、地
方公共団体に提出

企業会計原則（病院会計準則）

（参考）公立病院の経営形態の比較
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（参考）旧公立病院改革における経営形態の見直しによる効果
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※ 経常収支比率は、各年度末時点の加重平均である。
※ 指定管理の経常収支比率は、地方公共団体の病院事業会計と指定管理者の決算を合算したものである。
※ （ ）は病院数（建設中を除く）である。

(出典)地方公営企業決算状況調査
地方独立行政法人に関する決算状況調査

104.3(21)

105.1(42)

103.4(55)

104.2(63)

102.7(66)

100.5(80)

100.1(81)

98.0(56)

100.1(62) 99.9(66)

98.2(71)

97.5(72)

99.1(73)
98.2(78)

97.2(316)

100.4(338) 100.6(348)
100.7(352)

99.4(358)
99.1(354)

98.8(362)

97.4(538)

99.8(475) 99.8(439)
99.8(411)

99.3(396) 99.0(374)
98.5(365)

97.6(931)

100.6(917) 100.6(908) 100.8(897)

99.8(892)
99.3(881)

98.9(886)

96

97

98

99

100

101

102

103

104

105

106

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

独法 指定管理 全部適用 一部適用 全公立病院(独法含む)
経常収支比率（％）

３．経営形態見直し後の経営状況の推移
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～H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

病院数
（全78病院）

43 7 3 7 4 6 1 1 6

100床未満
100床以上

200床
未満

200床以上
300床
未満

300床以上
400床
未満

400床以上
500床
未満

500床以上

病院数
（全78病院）

21 24 16 9 5 3

医業収支
比率の変化

△10%～
△5%

△5%～0% 0%～5% 5%～10% 10%～15% 15%～20% 20%以上

病院数
（全20病院）

5 2 0 3 5 1 4

◎ 指定管理者制度導入病院数の推移

※ 廃止・直営化した病院は指定管理者制度導入年度の病院数から除く。

◎ 指定管理者制度導入病院の病床規模別病院数

※ 病床数は平成27年度の許可病床数

◎ H21～27年度に指定管理者制度を導入した病院の
経営状況（H20→H27）

※ 平成21年度から27年度までの間に指定管理者を導入した28病院のうち、新設等により
平成20年のデータがない８病院は除く。

４．地方独立行政法人へ移行した公立病院及び指定管理者制度を導入している公立病院の状況

～H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

病院数
（全81病院）

8 3 10 21 13 8 3 14 1

100床未満
100床以上

200床
未満

200床以上
300床
未満

300床以上
400床
未満

400床以上
500床
未満

500床以上

病院数
（全81病院）

5 15 18 15 14 14

医業収支
比率の変化

～△10%
△10%～

△5%
△5%～

0%
0%～5% 5%～10%

10%～
15%

15%～
20%

20%以上

病院数
（全62病院）

4 6 9 16 14 8 3 2

◎ 地方独立行政法人化病院の推移

※ 統廃合した病院は地方独立行政法人化年度の病院数から除く。

◎ 地方独立行政法人化病院の病床規模別病院数

※ 病床数は平成26年度の許可病床数

◎ H21～27年度に地方独立行政法人化した病院の
経営状況（H20→H27）

※ 平成27年度時点での地方独立行政法人の病院のうち、国立病院や民間病院から地方
独法化したものを除く。
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